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平成１９年度 国民健康保険(市町村)の財政状況について

＝ 速 報 ＝
１　　一般被保険者分、退職被保険者等分及び介護保険分を合わせた収支状況については、収入合計は１３兆１，１６４億円、支出合計は１３兆７２６億円であり、収支差引額は４３９億円となっている。
収入支出から基金繰入（取崩）金、（前年度からの）繰越金、基金積立金及び前年度繰上充用（欠損補填）金等を除いた精算後単年度収支差引額（国庫支出金精算額等を考慮した単年度収支差引額）は、１，２３１億円の赤字となっている。
さらに、一般会計繰入金（法定外）のうち赤字補填を目的とするものを収入から除くと３，７８７億円の赤字となる。
なお、基金積立金等（平成１９年度末の基金保有額と次年度への繰越金から当該年度の赤字額等を除いたもの）は、３，３３２億円となっている。
２　　一般被保険者分の収支状況については、収入合計は８兆９，５６０億円、支出合計は８兆９，３７９億円であり、収支差引額は１８１億円となっている。
精算後単年度収支差引額は、７５５億円の赤字となっている。

また、赤字補填を目的とする一般会計繰入金（法定外）を収入から除くと３，３１１億円の赤字となる。
３　 保険料(税)収入については、対前年度１．５％（５７２億円）増加している。これは、1人当たり保険料(税)調定額の増加と保険料（税）の収納率が上昇したことによるものと考えられる。

また、国庫支出金は対前年度０．１％（２４億円）減少し、療養給付費交付金が１３．５％（３，１５２億円）増加している。これは、退職被保険者等の増加及び国庫支出金精算額等によるものであると考えられる。また、共同事業交付金が７８．５％（５，６６９億円）増加しているが、これは平成１８年１０月から始まった保険財政共同安定化事業が満年度（１２ヵ月）実施されたことによるものと考えられる。
一方、支出については、保険給付費が対前年度７．０％（５，４６９億円）増加しているが、これは、前述した退職被保険者等の増加など相対的に1人当たり医療費の高い年齢層が増加したことによるものと考えられる。共同事業拠出金については７８．７％（５，６７０億円）増加しているが、収入と同じ理由によるものである。

４　　単年度収支差引額でみた場合の赤字保険者数は、全体の７１．１％（１，２８３保険者）で、対前年度１８．９％（３３３保険者）増加しており、赤字額も７６５億円増加し、赤字保険者全体で１，５９８億円となっている。
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保険者数 黒字額 保険者数 赤字額

平成15年度

▲ 1,082 847 333 2,297 ▲ 1,415

16

▲ 180 1,036 720 1,495 ▲ 901

17

▲ 683 666 511 1,169 ▲ 1,194

18

▲ 72 868 761 950 ▲ 833

19

▲ 1,269 521 328 1,283 ▲ 1,598

赤字・黒字保険者の年度別推移
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５　　保険料(税)の収納状況は、収納率が全国平均で９０．４９％（対前年度０．０９％増）と３年連続して上昇した。
収納率が上昇した背景は、中核市（対前年度０．２７％減）と町村部（０．０４％減）が低下しているが、中核市を除く市部で０．０４％から０．０５％の増加、政令指定都市及び特別区（東京２３区）は０．５０％増加しており、これらの大都市の保険料(税)調定額は全国の４分の１の規模を占めていることから、この伸びが全国平均を引き上げることとなった。
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６　　収納率の上昇要因は、厚生労働省が平成１７年２月に「収納対策緊急プラン」の策定による収納努力を喚起したことを契機に、各保険者が収納率向上に向けて取り組んだ効果が平成１７年度以降に現れてきたものと考えられる。

具体的取組みとしては、収納担当職員の増員や応援体制の構築、収納嘱託員の採用や増員等、徴収体制の強化、滞納処分の積極的な実施等が挙げられる。
特筆すべき点は、滞納処分の取組みとして、差押え物件のインターネット公売や多重債務解消による過払利息の回収金を保険料(税)滞納額に充当するなど、積極的、かつ、きめ細かな収納対策を実施している保険者が増えていることである。
また、従来から行われている都道府県による市町村職員に対する収納対策研修のほかに、市町村徴収部門へ徴収の専門家や都道府県職員を派遣する等、都道府県の積極的な支援も増えてきている。
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インターネット公売 74 市町村 203 市町村 129 市町村

多重債務者支援 54 市町村 169 市町村 115 市町村


７　　被保険者数は、４，６８８万人と対前年度比１．１％、５０万人減少となっており、
２年連続して減少した。これは、退職被保険者等は増加しているが、それ以上に若人の減少幅が大きかったことによるものと考えられる。


[image: image4][image: image5.emf]被保険者構成の推移

60.8% 60.5%

60.0%

59.3%

58.5%

13.9%

15.3% 16.8%

18.2%

18.8%

25.3%

24.2%

23.3%

22.5%

22.6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成15 16 17 18 19

若人 退職 老人


８　　今後とも少子高齢化の進展等、市町村国保を取り巻く状況は依然として厳しいことが予想される。このため、引き続き、事業運営上、保険料(税)の収納対策の充実強化や特定健診・保健指導の積極的な実施などにより、保険料(税)収納率の向上及び医療費適正化の努力が保険者に求められる。
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		赤字・黒字保険者の年度別推移 アカジクロジホケンシャネンドベツスイイ

												（単位：億円） タンイオクエン

		年　　度		単年度
収　 支
差引額 タントシドオサムサササシヒキガク		単年度収支差引額内訳 タンネンドシュウシサシヒキガク

						黒字保険者				赤字保険者

						保険者数		黒字額 クロジガク		保険者数		赤字額 アカジガク

		平成15年度 ヘイセイネンド		▲ 1,082		847		333		2,297		▲ 1,415

		16		▲ 180		1,036		720		1,495		▲ 901

		17		▲ 683		666		511		1,169		▲ 1,194

		18		▲ 72		868		761		950		▲ 833

		19		▲ 1,269		521		328		1,283		▲ 1,598
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		インターネット公売 コウバイ		74 市町村		203 市町村		129 市町村

		多重債務者支援 タジュウサイムシャシエン		54 市町村		169 市町村		115 市町村






